
日本の小規模水道の現状と今後の展望
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National Institute of Public Health

水道・水供給システムの区分
給水人口 区分 認可主体 運営主体 備考
5万人超
(※1)

（公営）
上水道事業

大臣認可
(※2)

県・市・企業団
など

公営企業的な
要素が強い

5,001人以上
～５万人以下

（公営）
上水道事業

都道府県認可 市町村 規模・場所に
より実は様々

101人以上
～５千人以下

簡易水道 都道府県認可 市町村 上水道との統
合が進むが
・・・

50（30）人
以上

飲料水供給施設
（公営）

市町村が設置 市町村 条例による

数軒程度 組合等 市町村が補助
（一部）

住民
（市町村職員に
よる助言が有
効）

飲料水供給施
設が出来た時
に、区域外に
なった地区な
ど

１家庭 飲用井戸
（個人井戸）

衛生部局・保
健所が指導

住民 衛生状態の管
理が課題

※1 特定水源水道事業以外のものは都道府県認可
※2 指定都道府県が認可主体となる場合もある

16万人程度→不明

300万人→統合により減少
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簡易水道 5000 人以下

上水道、簡易水道の数の推移

町村合併、水道ビジョン、新水
道ビジョン、広域化による

合併・統合

1960 1970         1980         1990         2000          2010       2018

上水道 5000 人より多い

4



National Institute of Public Health

簡易水道の推移

2000FY
（平成12年度）

2017年度
（平成29年度）

簡易水道
事業数

8979

上水道統合

3561

簡易水道
事業数

3561
（351増）

Type 1
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新水道ビジョンロードマップより
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新水道ビジョンロードマップより
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水道広域化の推進

新水道ビジョンロードマップより
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小規模自家用水道等対策、多様な手法による水供給

新水道ビジョンロードマップより 9
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小規模自家用水道等対策、多様な手法による水供給
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小規模自家用水道等対策、多様な手法による水供給
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新水道ビジョンロードマップより
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＜厚生労働省＞

一定の前提条件のもと水道事業からの管路維持困難区域までの距離、当該

区域内の管路布設延長、世帯数を変数として概略的に感度分析を実施した

結果、画一的な給水方法は選定されず、各条件に応じて多様な給水方法が

選定された。

詳細は、報告書をご参照下さい。厚労省HPアドレス↓

https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/0000205762_00004.html

多様な給水方法の検討
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④水道事業からの直接給水

④水道事業からの直接給水

①地域内水源を浄水処理
＋管路による給水

②
各
戸
型
給
水

③
運
搬
給
水

○中山間部（※架橋された離島を含む）における最も経済的な給水方法

○検討した方法一覧 ○主な検討条件
・給水期間：60年間
・施設の整備費、維持管理費を計上
・水道事業からの距離と送水管延長、給水

車の片道運搬距離は同一
・給水車は20年毎、または40万～50万km
に到達した場合に更新

・給水車の運転手人件費を計上
・①、②、④は常時給水、③は運搬１回
あたり１日分給水

・水質検査費を計上

給水方法 水源 区域内の給水方法

①管路による給水 地域内水源（表流水） 取水及び
浄水装置 → 配水タンク → 管路

（HIVPφ50mm） → 各世帯

②各戸型給水 地域内水源
（各世帯近傍の地下水） → → → → 取水及び

各戸型浄水装置 → 各世帯

③運搬給水 水道事業より浄水受水 給水車 → → → → → 各世帯

④管路による給水 水道事業から送水管
(PPφ50mm)を布設し送水 → → → → → → 各世帯

多様な給水方法の検討

注：上記の結果は、本検討で設定した一定の条件下におけるものであり、実際の検討に当たっては、区域の条件により、結果が異なる場合があることに留意する。

＜厚生労働省＞
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離島

代表例１：概念図（離島⑤：浄水施設（消毒あり）＋廉価配管）

水源
（表流水）

浄水
装置

配水管：HIVP(Φ50mm)・標準埋設
管路延長：1～3ｋｍ
更新周期：60年

導水
（自然流下） 配水タンク

P

集合型浄水装置

需要者世帯

需要者世帯

需要者世帯

2人/世帯

薬品注入

浄水装置(m3/日)：24 ⇒ 12 ⇒ 11
配水タンク(m3)：17 ⇒ 12

（注）給水管布設費は
考慮していない

配水
（自然流下）

費用計上範囲

給水能力

人口減少に合わせて
段階的にダウンサイジング

管路維持困難区域

注：実際の検討に当たっては、その区域の条件を適切に設定する必要がある。

⑦の運搬給水

では給水車・需要者
受水タンク使用

（１９世帯以下で有
意）

＜厚生労働省＞
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厚生労働科学研究費補助金

小規模水供給システムの
持続可能な維持管理に関する統合的研究

令和２年度～４年度（予定）
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＜ 他機関の研究を含む前年度までの研究＞

他の研究班の研究、地方
自治体の先進事例など

６．住民・民間等との連携
による水供給システムの維持

管理手法に関する検討

７．小規模水供給システ
ムの持続的な管理・支援

体制に関する検討

令和２年度厚生労働科学研究費補助金
小規模水供給システムの持続可能な維持管理に関する統合的研究

住民・民間等との連携、行政の支援体制

行政、関連団体との協力、
簡易水道等のデータ共有

技術的な検討
実態調査、他の研究
班、行政、関連団体と
の協力、簡易水道等の

データ共有

５．効率的な水質管
理・水質検査のあり方

に関する研究

２．取水・送水・給水における
取水方法、管路の維持管理

方法に関する検討

３．簡便なろ過設備
及びその維持管理方

法に関する検討

４．小型紫外線消毒装置の
国内小規模水供給システムへ

の適用

８．効果的な情報共有のあ
り方に関する検討

１．水源や人口、地理状況
等を踏まえた維持管理手法

に関する検討

小規模水供給システムの安定性及び
安全性確保に関する

統合的研究（H29-31）

ホームページ・研究会・
シンポジウム・手引き等での還元

実地調査・
意見交換・

連携



2. 海外の動き
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Pan-EU（汎ヨーロッパ）小規模水道報告
背景・課題・改善（2011）
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小規模水道管理の行動枠組
（EC、2014）

• 公衆衛生の観点から、
地域、規模、所有者を
把握し登録することが
EU指令で重要
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小規模水道と衛生システム改善のための施策
Pan-EU（汎ヨーロッパ）地域のツールと改善例

（WHO EURO事務局・UNECE 欧州経済委員会、2016）
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小規模水道の地域管理グループの集積性の向上
（Water Integrity Network、CARITAS、2018 ケニア）
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米国でもデータに基づく対策
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米国でもウェビナーや緊急対応実施

2021米国EPA
ウェビナー
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カナダ小規模施設対策
（特に先住民地区では16年間基準を満たさないところも）
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３．日本の状況
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National Institute of Public Health

日本の人口減少推移
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＜総務省資料＞ 28



＜総務省資料＞ 29



National Institute of Public Health
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総務省 過疎地域の持続的発展支援

簡易水道、旧簡易水道（上水道に組み入れられた）地
域への整備は対象となるが、飲料水供給施設、サー
ビスには適用できない？
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水道・水供給システムの区分と課題
給水人口 区分 認可主体
5万人超 （公営）

上水道事業
大臣認可

5,001人以
上

（公営）
上水道事業

都道府県認可

101人
以上

簡易水道 都道府県認可

50（30）
人以上

飲料水供給
施設(公営)

市町村が設置

数軒程度 組合等 市町村が補助
（一部）

１家庭 飲用井戸
（個人井
戸）

衛生部局・
保健所が指導

32

問題
場所により、収入減、人口
減、旧簡易水道を統合した
が、実情は大変

残る簡易水道
給水人口の減少
飲供のソフト統合
ますます人口減少

住民が管理しているが、ま
すます人口減少
維持管理が困難
住民が管理・存在把握しに
くい・衛生状態に課題も

実態把握
が困難
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National Institute of Public Health

小規模水供給システムの抱える課題

1 小規模水供給システムの位置づけ：水道法の水質基準が
直接的には不適用：「飲料水供給施設」、「飲用井戸」、
「業務用飲用井戸」、「小規模貯水槽水道」、「営農飲雑
用水施設」など（水道法や飲用井戸等衛生対策要領による
が、小規模は不明確 →補助との関係、更新見込が困難
2 施設：施設老朽化、人口減少 →更新計画が困難
3 管理：高濁対策、塩素注入、残塩保持、施設の維持管理
を住民が行っている場合、緩速ろ過のろ過砂のかきとり、
浄水処理のための薬剤の運搬等 →技術面での改善・住民
の協力
4 水量：水源の水量が減少している、水源が遠いなど
5 水質:高濁、大腸菌の検出等、野生生物（イノシシ等）
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National Institute of Public Health

小規模水供給システムの抱える課題
（続き）

6 水質検査：水質検査の簡略化可能性→省略、補助
7 配水：図面がない、維持管理ができない→財政支援、技
術支援が必要
8 財政：原価割れ、料金収入が少なく水道料金収入だけで
は経営が困難 →抜本的対策が必要
9 統計収集：簡易水道や小規模水供給システムは職員一人
あたりの作業負担が大。 →事務作業の支援が重要
10 指導・助言等の制度：小規模水供給システムを所管す
る部局は都道府県や市の衛生部局に多い。水道における技
術的なノウハウは水道部門にあり。衛生部局から、水道局
へ事務委任している例。
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National Institute of Public Health

規模、立地、水源、水質による
水供給管理体制の方向性と課題

大規模水道事業体

当面大幅な人口減
少は軽微

今後人口減少が予
想される
・水源が不安定
・水質が不安定

中核水道事業体と
して周辺の小規模
事業体等への協力

更新積立、財政上
の健全性の確保

中小規模水道事業体

周辺事業体等との
広域化の検討

小規模水道
・簡易水道

今後人口減少が予
想される
・水源が安定
・水質が不安定

技術面の強化
周辺水道の技術的
支援（への補助）

周辺の事業体等と
のソフト広域化

周辺の事業体への
事務委任

飲料水供給施設等

民間会社・組合等
への委託

今後人口減少が予
想される
・水源が安定
・水質が安定

周辺住民への委任
衛生部局との協力

法適化、簡水補助制度廃止以降の支援方法、
一般会計からの助成制度、起債・償還財源の
確保、技術支援・水質検査費の補助・・・

立地条件
取水、ろ過、消
毒方法の見直し

NPO等への委任

維持管理が容易
な水供給施設

住民らによ
る維持管理
の可能性

水質検査の省略
など
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４．施設・設備・技術上の課題

36



H29-R1小規模水供給システムの
安定性及び安全性確保に関する統合的研究

37

技術
管理・指導

維持管理連携財政
制度
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現在給水人口50人未満の水道事業者
における水源と浄水方法

0

50

100

150

200

250

表流水 地下水 その他

消毒のみ 緩速ろ過 急速ろ過 膜ろ過 紫外線 その他

（水道課資料による）

（件）

消毒のみ

緩速ろ過

急速ろ過



静岡市の取組み
１．「メンテナンスフリー化」

全庁調査で把握した代表的な困り事（取水口閉塞、濁り、日常の水
質管理（滅菌））

➡取水口閉塞対策と浄水処理設備の設置。

濁り対策や水質検査料金軽減（指標菌検査及びクリプト等の検査
実施による検査料金増大を解消）等の十分な効果が期待できるもの
である。

２．現地調査の実施

全庁調査で把握した市内１７４の飲料水供給施設及び民間簡易水
道施設について、区域把握を行うため、現地確認や聞き取り等の調
査。積極的に出向くことが重要！

３．「飲料水供給施設の統合促進」

隣接する施設の統合提案・調整を行い、維持管理の人的、経済的
負担の軽減、安定的水量確保。
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小規模水道の困りごと～静岡市～
市全体（飲料水供給施設及び民営簡易水道施設：１７４施設）
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①取水スクリーン
取水口に設置する

スリット状のスクリー
ンで、取水口のつま
りを改善することが
できる。コンパクトな
幅20cm程度で安価（
約50万円程度）なも
のを企業に依頼し製
作した。実際に設置
した結果、取水口清
掃を２回/月行って
いた複数の組合で
その作業が不要とな
った。設置個所の状
況として、沢の周り
は岩盤で、少し削り
固定しただけの簡易
な設置方法である。
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②小型浄水装置
押込み圧吸引ろ過方式

のろ過装置で、凝集機能
の追加により、濁度や色
度除去にも対応した一体
的な浄水装置である。
小型浄水装置＋

UVLEDの装置に濁度常
時監視を付加し導入した
組合もある。
能力は通常時2t/h、あ

る程度の濁度対応は可
能であるが、負荷が掛か
ることから、三方弁をつ
け、高濁時には小型浄水
装置内に入れないよう管
理をしている。導入に係
る費用は約300～315万
円＋設置費、オプション
等である。
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③膜ろ過（UF膜）

企業と協同して膜ろ過（UF）設備を製作、
設置し、今後渇水期、洪水期も含めて１
年間データ取りを行う予定である。高濁
カット等の機能を具備、メンテナンスフ
リー。山間部で冬場凍結の可能性がある
場合は設備を建屋内に設置し、照明で熱
をとることができる。（照明はLEDではない
ものを使用）

なお、設置した水道組合は民営の簡易
水道であるが、年々人口が減少している。
（50ｍ3/日35世帯80人）また、装置は完璧
なものであるが、既存施設の老朽化、給
配水管を更新していないため漏水で水量
が厳しい状況（無効率50％以上）で、緊
急で漏水調査を実施予定である等他の
問題も抱えている。
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④UVLEDの設置

現在、東京大学と協力して民営簡易水道の導水管及び戸建て
住宅において蛇口取り付け型のUVLEDを設置し消毒効果の実

験を実施。さらに、クリプトスポリジウム等による汚染のおそれ
が高いレベル４に相当する簡易水道施設においては、小型浄
水装置に令和元年に規制緩和されたUV（LED）を加えてデータ

取りを行っている。個人の飲用井戸等に対する規制はなく、さら
に地域がらお茶がまずくなるといって、塩素消毒等の消毒は行
われていないことが多いが、水質の変動リスクを考えると何か
しらの対策をとる方が良いとの見解から、飲料水供給施設に対
しても、UV装置の整備を勧めている。

44Nikkiso HP



https://www.niph.go.jp/soshiki/suido/pdf/R01SWSA/03_Kyoto_Univ.pdf
京都大学 伊藤先生提供
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上向式ろ過装置の作成
及びデータ取得

小規模水供給施設向けの上向式ろ過装置



上向式ろ過装置
濁度と微粒子数の推移

(個
/50m

l)

原水濁度2度、ろ過速度5m/日で連続通水。
2か月程度はろ過水濁度0.05度以下を維持。
微粒子計を用いた計測では、粒径1～3µm、3～7µmにお
いて、良好な除去効果が期待できる。 47



小型で安価なUV-LEDによる消毒

小型UV-LED装置
日機装pearl aqua

UV-LEDによる
大腸菌の不活化

12C（プロトタイプ）は流れにより自動的に点灯するスイッチ付き

左の写真
の装置

99.9%

48
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上向式ろ過とUV-LEDの組み合わせ

原水

ろ水

UV-LED

49

上向式
ろ過

自動点灯式
UV-LED 

小規模水供給の
一つの選択肢

2-3 logs 
除去

3 logs
除去

+
=

5 logs
除去l!

上向式
ろ過



人口減少地区での対応事例
• 民営簡易水道から、給水区域内の人口減少や区域内で今後人口増加

見込みのない状況であることから、給水人口が100人以下となり水道法
上定める「簡易水道」の定義（計画給水人口101人～5000人）に合致しな
いため、簡易水道の認可を廃止し、飲料水供給施設として運営をしてい
きたいとの要望があった。

• 簡易水道の認可権限は県にあり、廃止後の指導や安全性の課題等数々
の課題を有していたが、簡易水道施設として必要十分な浄水処理設備
の整備と、飲料水供給施設となっても市が責任もって指導することで県
に理解を求め、民営簡易水道の廃止を行った例がある。県としては、飲
料水の安全性の観点から、積極的な廃止は進めてはおらず、定義に合
致した場合は専用水道の届け出を求める等、法の監視の目が届く範囲
に留めている。

• 今回の民営簡易水道の廃止にあたっては、市が協力して、変更認可（取
水・浄水関係）を完了させた後、衛生状態を確保した上で廃止が認めら
れた。

• なお、市補助金は、飲料水供給施設と組合営簡易水道を対象としている
ため、簡易水道を廃止し飲料水供給施設となっても返還は不要である。

50



水道に係る業務への課題

• 水道に係る業務については、補助創設の頃は補助業務を
水道局が持っていたが、所管が保健所へ移り保健所にて
補助執行事務を行うことについては主に事務職員がその
業務を担当しており、受動的事務ととらえていた。飲料水
供給施設等に係る業務を行う上で、水道技術を理解して
いる職員を中心として、衛生的な知識を持つ職員と共同し
て取り組みを行わなければ、能動的な業務を行うことは困
難であることが多い。

• 市としては、飲料水供給施設等に係る業務についての技
術継承を行う必要を感じていると共に、難しい状況である。
水道局からの業務兼務で技術的サポートを得たいと考え
るが、なかなか難しい状況である

• なお、静岡市としては、全庁調査で知り得た困り事を渇水
事故後の１０年で解消しようと取り組み進めているところで
ある。
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小規模水供給システムへの指導・助言

○飲用井戸等衛生対策要領
（昭和62年1月29日衛水第12号厚生省生活衛生局長通知）
⇒有害物質等による水源の汚染や不適切な管理を防ぎ、
飲用井戸等における飲料水の衛生確保対策を図るために
国が定めた。

⇒対策の実施主体；都道府県、市又は特別区
⇒設置者等に対し、飲用井戸等の実態の把握、適正な施設
管理や水質検査の実施等といった衛生確保対策を行うよう
指導や必要な措置を講ずるもの。

小規模な集落水道や飲用井戸、10m3以下の貯水槽を持つ施設等の規規模の小さな水道は、水道法に
規定するような画一的な規制措置を加えることが不適当であることから、直接的に水道法の規制は
なされていない。
ただし、地方公共団体（都道府県等）がその地域の実情と必要に応じて条例等で規制することは禁
止されてはおらず、小規模な水道等に適応する規制措置を条例等で定める場合がある。
⇒各都道府県等による条例や要綱等に基づき適切な管理が行われるよう指導・助言を行う必要があ
る。（ただし、法的拘束力はない。） 52



市への権限移譲
・「地域の自主性及び自立性を高めるための改革の推進を

図るための関係法律の整備に関する法律」（平成23年法律第105号）

の施行にあたり、水道法の一部が改正され、

専用水道及び簡易専用水道に係る権限が市に移譲された。

⇒このことを踏まえて、飲用に供する井戸等及び水道法等の

規制対象とならない水道の衛生対策についても

すべての市が実施することが適切と判断

⇒「飲用井戸等衛生対策要領」の改正

（すべての市が実施主体）

⇒改正以前の実施主体は、「保健所設置市」であった。

・市の衛生部局には水道に関する専門的な知識を有する職員が少ない
・小規模水供給システムの継続には街づくりなど他分野との協力も必要

⇒衛生的な水供給を維持し続けるためには、小規模水供給システム等に

対して手助けが出来る人づくりが必要 53



５．水質と水質検査
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水質の変化と水質検査結果による
水安全に関する対策レベル（案）
変化

水質検査結果
なし 色・臭いのみ

（時折色がつく）
濁度が変動
（時折濁る）

大腸菌・クリプト・
健康項目基準超過あ
り

３
（汚染原因により処
理見直しが必要）

４
（汚染原因により処
理見直しが必要）

５
（表流水と思われ
るが、要注意）

健康項目
50%超過あり ２ ３ ４

50%超過なし １ ２ ３

水質検査なし １
２

（変動があれば至急
検査が必要）

検査が必要

レベル
１：一般的には水質に関する懸念が小さい
２：水質に関する懸念が少ないが、検討が必要
３：水質に関する懸念があり、処理が必要
４：水質に関する懸念があり、処理の十分な監視が必要
５：水質に関する懸念が大きく、至急対策が必要 55



189 の小規模水供給・水道施設の分類

56

(万
円

/年
)

1
Group

2 3 4 5 6

調査対象189件

厚労科研令和２年度研究報告書（協力：水道技術経営パートナーズ）

項
目

特徴

１
群

安全性が高く濁りも
ない水源を使用。消
毒はなし。

２
群

表流水の交換がある
ため濁度対策を考慮。
疫学的には安全で消
毒はなし。

３
群

おおむね安全な水源
だが、疫学的安全の
ために消毒を行う。

４
群

簡易ながら水道とし
ての浄水処理として
ろ過を行うもの。消
毒は必須。

５
群

濁度の制御が必要な
表流水水源を利用す
るもの。急速ろ過が
多い。消毒は必須。

６
群

やや特殊な処理を行
うもの。

比較的安価

比較的高い



類型別の水質上の留意事項
水源状況

水質検査結果

1群
水処理なし

2群
簡易処理消毒無

3群
消毒のみ

４～６群
処理＋消毒

降雨時にもほぼ変化がな
い

降雨時等に若干の濁度上昇、まれに色や臭気等が
感知される

降雨時等に濁度が上昇
する

上流に汚染源が見られな
い

上流に顕著な汚染源はないが、時折排水等の混入
の形跡がみられる

生活排水等の混入リス
クがある

状況
原水汚染リスクは十分に
小さい。水源環境の変化
を観察することにより安

全を維持する

原水汚染の懸念があ
り、消毒という安全策
がない。モニタリング
が特に重要と考えられ

る

原水汚染リスクがあり
消毒を実施。モニタリ
ングは必要だが消毒に
より２群よりリスクは

低い

原水汚染リスクがあ
り、水処理や消毒が必
要。モニタリングも必
要な水源を使用してい

る

水質の安全確保における
水質検査の役割

水源環境の観察が第一、
水質検査は結果を補完

水質検査による安全性
の確認が最重要となる

水質検査は水源のモニ
タリングが主目的とな
る

水質検査は水源や水処
理等の基本情報となる

１or２
水質検査はできるだけ実

施すべき

２or４
水質検査はできれば実
施、水源によっては必

須

１or２
水質検査はできるだけ

実施すべき
５

水質検査は必須であり
適切に実施すべき

水質
検査
結果
を
受け
ての
判断

大腸菌・クリプ
ト・健康項目基
準超過あり

４or５
汚染原因を評価し水源の
変更か水処理が必要

４or５
汚染原因を評価し水源
の変更か水処理が必要

４or５
汚染原因を評価し水源
の変更か水処理が必要

３
対策は導入済だが、適
切な監視は必要

健康項目
70%超過あり

４or５
汚染原因を評価し水源の
変更か水処理が必要

４or５
汚染原因を評価し水源
の変更か水処理が必要

４or５
汚染原因を評価し水源
の変更か水処理が必要

３
対策は導入済だが、適
切な監視は必要

健康項目
30%超過あり

２or４
汚染原因の評価により原
因を特定し対処を検討

２or４
汚染原因の評価により
原因を特定し対処を検

討

１
概ね問題なし、警戒は

必要
１

概ね問題なし、警戒は
必要

健康項目
30%超過なし

２
汚染がないか適切な評価

を実施
２

汚染がないか適切な評
価を実施

１
概ね問題なし

１
概ね問題なし

57厚労科研令和２年度研究報告書（協力：水道技術経営パートナーズ）



事業収入に対する水質検査費用の割合
（推算）

分類 事業収入
（/年）

水質検査費用

事業収入に対する割合
（％）

（上段：通常状態、
下段：状況悪化時）

１群 平均103千円
（世帯あたり11,700円） 通常状態

8,500円

状況悪化時
72,000円

8

70

２群 平均27千円
（世帯あたり5,600円）

31

267

３群 平均143千円
（世帯あたり13,300円）

6

50

４群 平均379千円
（世帯あたり18,000円） 通常状態

245,500円

状況悪化時
443,500円

65

117

５群 平均290千円
（世帯あたり29,500円）

85

153

６群 平均673千円
（世帯あたり19,000円）

36

66

58厚労科研令和２年度研究報告書（協力：水道技術経営パートナーズ）



６．予算上の課題
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①ヒト
・台帳作成・施設の維持管理の支援
・衛生管理のための助言や提案をする
・関係部署同士を結び付ける（コーディネーター）

②モノ（技術）
・小規模な施設に特化した装置、技術
・各戸浄水器や簡易配水、災害用装置の適用も
・小規模水供給システムにも導入可能な水道の事例

③カネ（予算）
・リースや包括契約の活用
・各自治体の補助金の利用も
・適正な使用料金の徴取

小規模水供給システムの解決に向けて

パッケージ的なわか
りやすい選択肢の提
示と導入の制度、支

援が必要

「上水道」と
違うアプロー
チが必要

技術的な最適
化だけではな
く、制度上の
工夫が必要

60



水道規模別比較

給水原価等の比較

出典：H30地方公営企業年鑑

給水原価1.4倍
(非法適用/1.5万人未満上水)

61厚労科研研究班（木村昌弘氏作成）



y = 16.027x - 169.82

R² = 0.9182

0

200

400

600

800

1,000

1,200

1,400
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給
水
原
価
（
円
/
m
3
）

単位配管延長（m/人）

法適用水道

単位配管延長と給水原価の関係（法適用水道）

単位配管延長と給水原価・資本単価の関係

単位配管延長と資本単価の関係（法適用水道）
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資
本
単
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（
円
/ｍ

３
）

単位配管延長（ｍ/人）

単位配管延長と給水原価の関係

資本単価と単位配管
延長との関係が大

厚労科研研究班（木村昌弘氏作成） 出典：H30地方公営企業年鑑もとに計算
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簡易水道（非法適用特別会計ベース）の分類

A:過疎市町村数
647

a)B:簡易水道事業数
510

C:人口5千人未満町村数249

A＆C数
240

b)A＆B数
340

c)A＆B＆C数
200

B＆C数
235

出典：H30簡易水道事業年鑑、過疎地域のデータバンク（全国過疎地域自立促進連盟）

人口5千人以下の過疎市町村における簡易水道

人口5千人以下過疎市町村
簡易水道事業数200

厚労科研研究班（木村昌弘氏作成） 63



地域ブロック別の給水原価と資本単価
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356 366 
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355 

230 
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市
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数

給
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価
・
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本
単
価
（円
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3)

地域ブロック

給水原価 資本単価 事業数

過疎地人口5千人未満の簡易水道のブロック別状況

給水原価・資本単価
近畿ブロックが最も大
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3府県の費用内訳の比較

27 36 54

56 31
58

285

157

228

229 212
249

515

370

477

0

100

200

300

400

500

600

奈良県 和歌山県 京都府

有
収
水
量
当
た
り
費
用
（
円

/m
3)

近畿ブロック過疎市町村人口5千未満簡易水道

企業債償還金

支払利息
その他
受託工事費
水質検査費
委託費（水質検査除く）
修繕・材料・薬品費
光熱・通信費
動力費
職員給与費
総費用
給水原価

出典：H30年度地方公営企業決算状況調査（総務省）

企業債償還金が大
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地方債
資本的収入

3府県の資本的収入内訳の比較

他会計補助金が大

国庫補助金が大

厚労科研研究班（木村昌弘氏作成） 66



給水原価
(円/m3)

料金回収
率

(%)
他会計繰
入率(%)

他会計補
助金(%)

企業債残高収
益比率(%)

単位配管
延長（m/
人）

山添村 478 60.1% 19.8% 63.5% 902.6% 34.1 
十津川村 849 37.5% 37.3% 83.6% 4726.5% 46.0 
御杖村 356 65.1% 14.6% 37.2% 704.5% 29.4 
東吉野村 566 42.5% 13.9% 87.5% 1877.2% 56.3 
曽爾村 572 79.6% 18.5% 21.5% 2217.1% 32.4 
天川村 374 52.9% 57.4% 98.2% 2537.2% 27.1 
川上村 656 31.5% 53.9% 53.2% 6092.5% 58.8
下北山村 302 51.0% 9.6% 100.0% 1773.4% 45.5 
黒滝村 340 87.0% 45.7% 36.6% 1818.9% 60.3
上北山村 298 65.7% 15.7% 100.0% 1029.1% 36.3 
野迫川村 855 54.7% 74.6% 27.0% 4634.6% 59.5
平均 515 51.1% 29.2% 63.1% 2174.9% 41.7 

奈良県内の小規模簡易水道の経営状況の比較

厚労科研研究班（木村昌弘氏作成） 67



管路

費用算定の前提条件

１）平成25年2月：「小規模集落における給水手法に関する調査報告書」（厚生労働省）
２）平成29年3月：「人口減少地域における料金収入を踏まえた多様な給水方法に関する調査報

告書」（厚生労働省）

浅層配管の単価２）を使用

厚労科研研究班（木村昌弘氏作成） 68



浄水施設
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緩速ろ過 小型浄水装

置1）
小型浄水装
置（井戸
水・沢水
用）2）

小型浄水装

置3）
小型浄水装

置3）
緩速ろ過（3
基予備１
基）造成費
等含む

ろ過機のみ
（1基）

費用関数 厚生労働省報告 実績

事
業
費
（
百
万
円
）

緩速ろ過2） 小型浄水装置1） 小型浄水装置（井戸・沢水用）2） 小型浄水装置3）

512 1700 85 13.8 13.2

補砂 点検補砂等

建設費

維持管理費

３）平成30年3月：「人口減少地域における多様な給水方法の検討に関する調査」（厚生労働省）

（単位：千円/年）

a

b
c

a,b,cの3種類で検討
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RC製（80m3） SUS製（80m3） FRP製（80m3） SUS製（80m3） SUS製（80m3）

費用関数 費用関数 小型貯水槽2) アンケート1） 施工実績

事
業
費
（
百
万
円
）

配水池

飲用水：51項目（598千円/年）
非飲用水：11項目(98千円/年）

飲用：一人一日２L、50円/L

運搬タンク車（4m3）：1000万円/台（耐用年数20年）
運転手費用：1720円/時間（時間給）

水質検査

宅配水

運搬給水

FRP製単価２）を使用
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今後のK2町 H,S地区の人口推移

• 2045年までは社人研の予測値、以降は今回、同じ仮定値を用いて推計

• 地区別人口はH27国勢調査人口の割合で町全体人口を振り分け
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H地区での検討

H地区の概況

写真：簡易水道整備前の給水施設の状況
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H地区簡易水道の概要図

取水施
設

浄 水 施
設

送
水P 配水池

配
水

導水管 送水管 配水管

浄水処理フロー図

旧簡易施設区域と新たに整備された簡易水道の概要図
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Hモデル地区給水形態ケース別のフロー
ケース①：通常飲用水供給

取水施設

ケース②：非飲用水供給（簡易処理）・飲用水宅配

ケース③：非飲用水供給（無処理・浄水器）・飲用水宅配

ケース④：飲用水運搬給水

取水施設

取水施設

取水施設

浄水処理 送水P 配水池

簡易処理

各戸

送水P 配水池

配水池送水P

配水池浄水処理

各戸

浄水器・各戸

各戸

ボトル
水

ボトル
水

給水タンク
車
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管路パターンA
（耐用年数30年）

最も費用負担が少ないケース

• 10年後：通常給水のケース①ｃ

• 30年,60年後：運搬給水のケース④c

図4.7 評価基準１（期別の平均費用負担額比較） 図4.9 評価基準３（今後の累積費用負担額比較）

図4.8 評価基準２（個人が負担する平均費用較）

Hモデル地区での検討結果
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補助金等を考慮した今後の個人の費用負担推移の検討

（通常） （過疎地等）

出典：「旧簡易水道事業等に係る現状と課題」R2.2総務省自治財政局公営企業経営室

簡易水道の建設にかかる財源
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前期のみ補助金等を投入した場合の費用負担の推移
評価基準２ （管路パターンA）

当初は通常給水
ケース①ｃが有利

40年後あたりから
ケース④ｃが有利
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全期において補助金等を投入した場合の費用負担の推移
評価基準２ （管路パターンB）

当初から通常給水
ケース①ｃが有利
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検討を踏まえた今後の課題と対応策

①浄水処理装置

•緩速ろ過の実績aに比して、簡易の小型浄水装置cを用いた場合は、
費用が大幅に減少

⇒緩速ろ過の実績a：ろ過に予備池等を設けるとともに非常用電源
設備等の機械設備及び土地整備費用も含む

⇒簡易小型浄水装置b,c：最低限の設備費

•水道事業等の認可基準は、水道法第５条の施設基準に適合の確認
が必要

•その技術的基準となる「水道施設設計指針」では、「浄水施設は
計画浄水量を適正に処理できる能力とする」ものとされ、予備力
の確保等が求められている。

•給水人口の減少に対処するためには、技術向上を前提に、小規模
な水道施設に対する技術基準や水質基準をより緩和する措置が必
要ではないか。

費用削減へむけた課題と対策
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②運搬給水
•管路パターンAや後期に補助金等が確保できない場合
は、運搬給水により費用削減が可能

⇒中山間部等の過疎地域では地形的に車の侵入が困難
な家屋も存在し、ポンプ動力の追加やより小規模なタ
ンク車も考慮することが必要。

⇒運搬給水にかかる運転の人件費は時間給としており、
給水量が減少してくれば、稼働時間が減少し十分な給
与が確保できない。

⇒将来的には自動運転車の導入や地域住民や関係住民
による多様な業務の一環として運搬給水業務を組み込
むことや近辺の他地域の給水区域を拡大していくこと
も必要では
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７．今後の方向性について
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一人当たり管路延長と方策（試案）
概ね30m/人以下の地
区

概ね30m/人を超える地
区

概ね100m/人を超える
地区

水質に問題
浄水施設の効率化、管
路の整備。地域の核と
なる施設に。

簡易配管、災害用浄水装
置、各戸浄水処理装置な
ども含め、柔軟に対応。
機器のメンテを住民の中
で詳しい人に委託するな
ど。

運搬給水を含め行政で
給水拠点に給水、また
は住民に委託し、配達
するサービスも水道と
してメニューに加える。

処理、消毒
水量、予算があれば、処理方法は様々ある。簡易な装置、リースも。
消毒の基本は、塩素処理として、各戸UV-LEDなどと組み合わせ。

新規水源 水源改良 ⇒集水埋渠 他から補給水

水質検査 水質検査は自治体で、もしくは年間維持費用の30%以内に収まってほし
い。

82



National Institute of Public Health
83

簡易水道統合影響の試算
上水道３倍経費（設定：１人月額・円）

料
金

(円
／
月

) 

厚生労働省計算

簡水をすべて統合した場合の料金上昇

簡水を統合した場合の料金上昇額
（都道府県単位・単純計算）



＜ 他機関の研究を含む前年度までの研究＞

他の研究班の研究、地方
自治体の先進事例など

６．住民・民間等との連携
による水供給システムの維持

管理手法に関する検討

７．小規模水供給システ
ムの持続的な管理・支援

体制に関する検討

令和２-４年度厚生労働科学研究費補助金
小規模水供給システムの持続可能な維持管理に関する統合的研究

住民・民間等との連携、行政の支援体制

行政、関連団体との協力、
簡易水道等のデータ共有

技術的な検討
実態調査、他の研究
班、行政、関連団体と
の協力、簡易水道等の

データ共有 ５．効率的な水質管
理・水質検査のあり方

に関する研究

２．取水・送水・給水における
取水方法、管路の維持管理

方法に関する検討
３．簡便なろ過設備
及びその維持管理方

法に関する検討
４．小型紫外線消毒装置の
国内小規模水供給システムへ

の適用

８．効果的な情報共有のあ
り方に関する検討

１．水源や人口、地理状況
等を踏まえた維持管理手法

に関する検討

小規模水供給システムの安定性及び
安全性確保に関する

統合的研究（H29-31）

ホームページ・研究会・
シンポジウム・手引き等での還元

実地調査・
意見交換・

連携
簡水の廃止
の仕方が分

からない

手続きが
分からない

もっと合う技術
がある場合も

84



水道法での「水道」の定
義：「導管及びその他の工
作物により、水を人の飲用
に適する水として供給する
施設の総体」供給水は「飲
用」

上水道の遠隔地
旧簡水・飲料水供給施設

農業雑用水など

準水道サービスとして水
道への委託や他分野と共
同した実施ができないか

ガス、買い物、ガソリン、
電力、廃棄物、宅配、医
療、地域包括ケアでも同
様の課題

将来に向けて（私見）

ハザードマップ、コ
ンパクトシティ化と
合わせた誘導も必要

例えば小水力発電
と水道更新、地元
の協力者に委託す
るビジネスモデル
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竹内純子、２０５０年のエネルギー産業 －日本のエネルギー大転換－
https://www.meti.go.jp/shingikai/energy_environment/denryoku_platform/pdf/002_02_00.pdf 87



－今年度（全国）指導状況を調査したい
－他分野とも共同して維持管理継続

モデルを模索できないか

おわりに

行政（誘導・指導） 技術

維持管理 人材

88

予算

－まずは小規模水供給に関して恒常的な検討
（会）を設置してほしい
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